〇　人口定住政策～経済、産業、雇用に関する総合政策の展開

· 地域の発展のためにはある程度の人口（労働力人口）を維持することが絶対に必要

　 ・　そのためにはそれだけの人口を養うため（労働力人口を吸収するため）の産業が必要であり、そのビジョンについて地域で共通の認識を持つ必要
　　  　・　地方公共団体も経済、産業、雇用のビジョンとその実現のための政策（国、県、市町村）を住民に明確にしていくべき
· そのビジョンに基づき、第１次産業から第３次産業まで、バランスのとれた産業政策を展開することとし、人員、予算等の資源の適正配分を行う
· 例えば、民間や国などから年俸制の経済産業政策監を採用。その下に農林水産、商工等の関係部長を配置し、経済産業政策の総合調整を担当させ、責任を明確にする
· 新しい産業の導入には、人間関係の構築と時間が必要
～それなりの戦略的人事政策なり人材の配置が必要
· そのためには、公務員の定期的な人事ローテーションからはずし、処遇は実績主義で行うことが考えられる
· 当面は、今ある産業を高度化、高付加価値化することに人材、財源を重点的に投入するべき
　　　・  その意味で観光産業のリニューアル、地域独特の「ものつくり」のための伝統技術の保存・承継・発展、農林水産業の高付加価値化、流通戦略の高度化などは有望な分野

